


















































年 2000 2001 2002 2003 
[民生用] (生産額) 21，965 18，848(0.85) 19，737(1.05) 23，131(1.17) 
(輸出) 15，309 14，094(0.92) 16，295(1.16) 17，219(1.06) 
(輸入) 5，301 6，681 (1.26) 6，100(0.91) 6，013 (0.99) 
(生産対輸出入比) (0.70: 0.21) (0.75・0.35) (0.83: 0.31) (0.74・0.26)
[産業用] (生産額) 122，443 109，142 (0.89) 81，138(0.74) 78，006 (0.96) 
(輸出) 32，190 29，037 (0.90) 25，394 (0.87) 23，086 (0.91) 
(輸入) 25，369 25，437 (1.00) 24，095 (0.95) 24，482(1.02) 
(生産対輸出入比) (0.26: 0.21) (0.27: 0.23) (0.31 : 0.30) (0.30・0.31)
通信機器 (生産額) 42，710 42，129 (0.99) 29，922 (0.71) 34，130 (1.14) 
(輸出) 5，307 4，439 (0.84) 4，578(1.03) 5，184 (1.13) 
(輸入) 3，341 3，561 (1.07) 2，894(0.95) 2，742 (0.95) 
(生産対輸出入比) (0.12: 0.08) (0.11 : 0.08) (0.15: 0.10) (0.15: 0.08) 
電子計算機(生産額) 56，205 47，臼4(0.85) 34，600(0.73) 26，993 (0.98) 
(輸出) 16，011 15，371 (0.96) 13，930 (0.91) 9，641 (0.69) 
(輸入) 18，826 18，260 (0.97) 17，927(0.98) 18，428(1.03) 
(生産対輸出入比) (0.28: 0.33) (0.32: 0.38) (0.40: 0.52) (0.36: 0.68) 
[電子部品・デバイス] (生産額) 117，587 90，788 (0.77) 87，497 (0.96) 91，823 (1.05) 
(輸出) 95，093 78，184 (0.82) 80，891 (1.03) 86，702 (1.07) 
(輸入) 42，349 39，547 (0.93) 38，986(0.99) 40，403(1.04) 
(生産対輸出入比) (0.81 : 0.36) (0.86: 0.44) (0.92: 0.45) (0.94・0.44)
電子部品 (生産額) 40，243 31，093 (0.77) 30，569(0.98) 29，274 (0.96) 
(輸出) 19，787 15，834 (0.80) 16，214(1.02) 16，908 (1.04) 
(輸入) 5，022 4，951 (0.99) 4，992(1.01) 5，516 (1.10) 
(生産対輸出入比) (0.49: 0.12) (0.51: 0.16) (0.53: 0.16) (0.58・0.19)
デバイス(生産額) 77，344 59，695 (0.77) 56，928(0.95) 62，549 (1.10) 
(輸出) 38，071 30，582 (0.80) 32，928(1.08) 35，425(1.08) 
(輸入) 20，756 18，533 (0.89) 18，428(0.99) 19，470 (1.06) 
(生産対輸出入比) (0.49: 0.27) (0.51: 0.31) (0.58: 0.32) (0.57: 0.31) 
機器部分品 (輸出) 37，235 31，768(0.85) 31，749 (1.00) 34，369(1.08) 
(輸入) 16，571 16，063 (0.97) 15，566(0.97) 15，417 (0.99) 
合計 (生産額) 261，995 218，779(0.84) 188，372 (0.86) 192，960(1.02) 
(輸出) 142，592 121，315(0.85) 122，580(1.01) 127，007(1.04) 
(輸入) 73，019 71，665 (0.98) 69，181 (0.97) 70，898(1.02) 

























昇 させ， 2009年には 16.3%を占めるまでになってい 3には，労働生産性の進展を示しておいた。
るO 代わって産業用は， 2001年の 49.8%から， 2009 
表2 従業員規模別動向
電子計算機・付属部品 (単位 :出荷額， 億円)
事業所数 従業者数 出荷額
年 2000 2007 2000 2007 2000 2007 
従業員規模 1.442 940 132，869 89.520 85，720 55，164 
4~ 99 1.210 780 29，206 18，935 4，299 2，749 
100~ 299 152 95 25.195 15，068 8，381 7，132 
300~ 499 27 24 11，144 9，055 10.732 4，577 
500~ 999 29 28 21，822 19，698 18，727 12.483 
1000以上 24 13 45.502 26，766 43.581 28，493 
集積回路
事業所数 従業者数 出荷額
年 2000 2007 2000 2007 2000 2007 
従業員規模 247 209 140，395 108，986 78，526 58，555 
4~99 64 49 3，416 2，945 528 1，570 
100~ 299 69 62 13，114 11，912 4，543 3，982 
300~499 37 29 14.556 11.681 6，611 5.322 
500~ 999 38 38 27，867 26，546 18，326 13，407 
1000以上 39 31 81，442 55，902 48，518 34，264 
電子部品・デバイス
事業所数 従業者数 出荷額
年 2000 2007 2000 2007 2000 2007 
従業員規模 7，515 5，767 585，015 528.095 212，102 209，359 
4~99 6，402 4，695 144，304 111，541 20，181 16.913 
100~ 299 723 695 120，394 116.659 31，465 32，488 
300~ 499 164 165 63.273 64，456 28，710 27.824 
500~ 999 147 134 102，132 89.861 48.640 48，033 
1000以上 79 78 154，876 145.578 83，106 84，101 
出所:工業統計表
表3 労働生産性 (単位:2005=100) 
年 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 
電気機械 84.5 81 83.5 88.2 98.9 100 102.2 101.1 
情報通信 100.4 99.8 95.2 101.3 97.1 100 104.4 102.8 




























は， 203 年の 49.8% から 204 年には 40% を切り，
208 年には， 32.9% となる O また，産業用の輸出額
は，生産額の 3割程度となり，海外生産， EMS の活
用もあるが，国際競争力の低下を連想させる O
電子部品・デバイスの輸出額は 201 年から 207 年
まで増加， 205 年から 207 年まで輸出額が生産額を
上回っている O 国際分業の進展が推測される。した
がって，民生用，産業用，電子部品・デバイスの輸出
の構成比は， 1980 年で， 50 ， 23 ， 27 ， 1985 年で，
39 ， 30 ， 31 ， 190 年で， 24 ， 31 ， 45 ， 195 年には，










48% まで， 206 年をのぞき，持続的に上昇してい
るO 輸入総額に占める民生用の輸入割合は 8% 程度
で，民生用の輸入は低迷状態にあるが，家電製品の輸
入先として中国が突出している O 産業用の輸入は






203 年より輸入額が，輸出額より巨額である O 電子
部品・デバイスの輸入額は 20 年から 205 年にかけ




大きく変化している o 201 年には全体で 10 対 応対
3 であったが， 203 年には. 10 対 6 対 37 となる O
1 ポイントも輸出依存が進行しており，また，輸入






を示している O 具体的に，表 8 には，主要各社の海外
売上高のウエイトの推移を示している O ソニー，東芝
を筆頭に海外売上高ウエイトが 50% を超えるような




な連携を有している O 製造業の海外生産比率は， 207 
年， 3.2% となり. 195 年と比較すると 13.0 ポイン
トも上昇している O 特に，アジアでの生産増大が顕著
22 
である O アジア進出企業の経常利益は大きく， 2007 
年の製造業の経常利益は，アジアにおいて 2兆7，000
億円に達し，全体の 50%近くを占め，約 1兆3，000
億円， 23.4%の北米を上回っている O また，内閣府の
調査では， 2009年度，製造業全体の 67.5%の企業が
海外生産を実施しており 55.7%の企業が海外生産を












向に直接的な影響を及ぼすことになっている o PC 































いる O 価格競争も激化している O 国際的垂直統合の変
容，韓国企業や台湾企業の参画や EMSの活用，価格




AV機器 24.5兆円 40% (29%) 
通信機器 33.6兆円 14% (56%) 
コンピュータ ・情報端末 46.4兆円 20% (23%) 
その他 13.3兆円 18% (70%) 
電子部品・デバイス 61.5兆円
半導体 27.9兆円 21% (77%) 
電子部品 21.2兆円 42% (36%) 
ディスプレイ 12.4兆円 26% (74%) 





2002 2003 2004 
実績 残額 実績 残額 実績 残額
電気機械 4，778 5，657 2，191 62，717 
アジア 1，096 1，005 1，070 
北米 3.001 1，769 197 
欧州 492 2，774 886 
その他
(構成比:%) 23 18 49 
63 31 9 
10 49 41 
4 2 1 
製造業 17，906 18.363 14，780 244，717 



























2005 2006 2007 2008 
実績 残額 実績 残額 実績 残額 実績 残額
4.809 67.525 8，220 68，444 5，538 74，873 5.860 60.950 
2，007 19，298 5，721 25，923 3.695 29.689 2，546 23，451 
1.298 30.666 377 25.625 1，067 27，362 1.006 20.898 
1，561 17，004 2，001 16，139 575 17，153 2，229 15，950 
42 69 67 44 
27 5 19 17 
30 22 10 38 
1 4 4 1 
28，866 272，895 40，166 312，317 46，722 342，913 46，512 303，326 









り， 2006年には全体の5割を超え， 2008年には 52.2












合， 2002年の22，380から， 2007年の 19，992事業所へ
と2，388減少している。30人以上の場合は，同年間，






年 2002 2003 2004 
事業 従業 付加価 事業 従業 付加価 事業 従業 付加価
所数 者数 値額 所数 者数 値額 所数 者数 値額
電気機械 13，471 600，328 62，578 13，177 572，590 63，291 12，259 553，688 62，782 
情報通信 2，773 230，930 29，939 2，726 226，951 31，145 2，520 221，808 31，777 
電子部品
6，136 495，082 53，264 6，238 499，581 62，892 5，954 497，358 72，153 
デバイス
合計 22，380 1，326，340 145，781 22，141 1，299，122 157，328 20，733 1，272，854 166，712 
年 2005 2006 2007 
事業 従業 付加価 事業 従業 付加価 事業 従業 付加価
所数 者数 値額 所数 者数 値額 所数 者数 イ直額
電気機械 12，388 559，413 64，472 11，792 565，858 65，867 11，932 581，924 68，587 
情報通信 2，368 205，331 32，499 2，226 217，312 35，855 2，293 231，485 36，681 
電子部品
5，996 490，140 66，226 5，699 503，244 69，771 5，767 528，095 69，999 
デノてイス
合計 20，752 1，254，884 163，197 19，717 1，286，414 171，493 19，992 1，341，504 175，267 
30人以上







所数 者数 所数 者数 所数 者数
電気機械 3，239 479，321 385，673 25，602 3，410 3，126 455，906 356，664 23，213 2，751 3，049 442，790 341，732 22，858 2，754 
情報通信 1，073 207，666 167176 13，640 3，373 1，054 204，436 160，346 10，867 1，287 997 200，330 156，500 10，928 1，281 
電子部品
2，191 446，406 372，426 23，027 2，787 2，207 450，670 363，846 22，127 2，125 2，200 449，861 360，745 22，895 2，513 
デソてイス
合計 6，503 1，133，393 925，275 62，269 9，570 6，387 1，111，012 880，856 56，207 6，163 6，246 1，092，981 858，977 56，681 6，548 







所数 者数 所数 者数 所数 者数
電気機械 3，051 450，512 345，400 23，423 2，866 3，062 459，742 339，740 23，419 2，960 3，087 473，368 345，140 24，367 3，379 
情報通信 922 185，706 144，846 10，029 1，136 900 198，479 147，177 10，577 1，278 937 211，990 152，180 11，404 1，761 
電子部品
2，168 445，876 356，582 22，937 2，693 2，199 459，152 351，988 22，807 2，978 2，253 483，348 363，109 23，706 3，202 
デバイス
合計 6，141 1，082，094 846，828 56，389 119，193 6，161 1，117，373 838，905 56，803 7，216 6，277 1，168，706 860，429 49，477 8，342 
出所:工業統計表 (2002年以前は時系列が接続していない・分類改訂)。現金給与総額の後半の数字は，その他の給与である。
いる O 情報通信では，同年間， 4人以上で480，30人
以上で 136の事業所が減少している O 電子部品・デバ





2007年には， 1，341，504人に達している o 30人以上で










が， 206 年より増加し， 207 年には， 231 ，485 人へと
増加している o 30 人以上も類似した傾向をたどり，
同年間に 1 ，60 人増え， 21 ，90 人に達している O
電子部品・デバイスでは， 4人以上で 204 年， 205 
年に減少していたが， 206 年， 207 年には増加し，
20 年より約 3 ，0 人増え， 528 ，095 人になってい
るo 30 人以上も類似した傾向をたどり，同年間に約
37 ，0 人増え， 483 ，348 人に達している。
ただし， 30 人以上の正規従業者となると， 205 
年， 207 年には増加しているが，減少傾向にある O
総従業者に占める正規従業者の比率は， 20 年の 81. 6
%から 207 年の 73.6% へと 8 ポイントも下落してい
る。また，電子部品・デバイス，集積回路，電子計算






は，約 54 ，0 人多い， 450 ，512 人となっている O 電気
機械では，小規模企業が多く存続しているのである。
関連して， 4 人以上の付加価値額は， 205 年に低下




額は， 20 年の 14 兆 5，781 億円から 205 年には下落
しているが， 207 年の 17 兆 5，267 億円へと持続的に
拡大している。 30 人以上の現金給与総額は， 20 年
の 6兆 2，269 億円から 207 年の 4 兆 9，47 億円へと低
迷状態にある。
電気機械の 4 人以上の付加価値額は， 204 年には
低下しているが， 207 年の 6兆 8，587 億円までに，持
続的に僅かながら上昇している。 30 人以上の現金
給与総額は， 20 年の 1兆 3，640 億円から 207 年の
1兆 1，40 億円へと低迷している O
情報通信の付加価値額は， 4 人以上の場合， 20 年
の 2兆 9，93 億円から 207 年の 3兆 6，681 億円まで一
貫して増加している o 30 人以上の現金給与総額は
203 年， 204 年， 206 年に減少し， 207 年には，




207 年に 6兆 9，9 億円となっている o 30 人以上の
現金給与総額は 203 年に減少しているが， 207 年に











に遭遇して，一層深刻な事態に陥っている O 表 7 は，
主要電気機械メーカー 8社のリーマン・ショック後の























目立 100，003 (""10.9) 1，271 ""7，873 (.. 581) 
東芝 66，545 (""13.2) ""2，501 ""3，435 ( 1，274) 
三菱電機 36，651 (.. 9.5) 1，397 121 ( 1，579) 
NEC 42，156 (.. 8.7) v 62 ""2，966 ( 226) 
富士通 46，929 (""12.0) 687 ""1，123 ( 481) 
パナソニック 77，655 (""14.4) 728 ""3，789 ( 2，818) 
ソニー 77，299 (""12.9) ""2，277 .. 989 ( 3，694) 
ンヤー フ 28，472 (""16.7) .. 554 ""1，258 ( 1，019) 


































































1，750 億円を削減している O かつて，日本半導体メー




























めている O 東芝全体で，システム LSI の 150 ミリ以下





表している O したがって，東芝の 209 年の設備投資




いる o 13 カ所の自動車部品の生産拠点の閉鎖等生産
拠点の統廃合や人員再配置，固定費削減を進めてい
るo 4万人のテレビ製造人員の内 5，00 人を削減して
いる O 昼休み消灯，残業代，出張削減が実施されてい





ニクス部門 8製造拠点の工場閉鎖と 8，00 人超の従業
員の削減を進めようとしている。抜本的なスリム化で
3，00 億円以上のコスト削減効果を目指している O
201 年には，国内的には全国で 6 カ所程度の効率の
低い旧式ラインを閉鎖，縮小し，約 1，00 億円の固定













の縮少が進められている o NEC は，部品や原材料の
集中購買や調達先を 50 社から 30 社に減らすなどし




東芝 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度
売上高 58，361 63，435 71，164 76，653 66，545 63，815 
日本 32，598 56 33，821 54 35，994 51 37，025 48 32，308 48 28，785 45.1 
海外 25，763 44.1 29，614 46.7 35，170 49.4 39，629 51.7 34，237 51.4 35，030 54.9 
(アジア) 16.3 18.1 19.8 19.5 17.9 20.5 
( ~ ヒ米) 14 15 14.9 15 16.3 17.8 
(欧州) 10.5 11 12.1 14.1 13.8 13.2 
(その他) 3.4 2.7 2.6 3 3.5 3.4 
営業利益 15，481 24，061 25，836 24，639 -2，502 1，171 
純損益 4，604 7，819 13，743 12，741 -3，436 -197 
従業員数 (単独) 30，810 31，595 32，309 33，260 33，520 34，539 
(連結) 165，038 171，989 190，708 197，718 199，456 203，889 
設備投資 3，430 3，630 4，100 5，020 4，530 2，102 
研究開発費 3，480 3，720 3，940 3，930 3，780 3，232 
目立 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度
売上高 90，270 94，648 102，479 112，267 100，003 89，685 
日本 57，496 64 58，252 61 60，936 60 64，845 58 58，614 59 53，137 60 
海外 32，774 36 36，396 38 41，543 41 47，422 42 41，389 41 36，548 40 
(アジア) 15 17 18 19 19 19 
(北米) 10 10 10 9 9 8 
(欧州) 8 8 9 10 9 9 
(その他) 3 3 4 4 4 4 
営業利益 2，791 2，560 1，825 3，455 1，271 2，021 
純損益 514 373 -328 -581 ー7，873 -1，069 
従業員数 (単独) 38，634 40，605 37，718 31，314 37，283 31，065 
(連結) 347，424 355，879 384，444 389，752 361，796 359，746 
(圏内) 242，891 242，659 250，767 251，702 234，519 230，948 
(海外) 104，533 113，220 133，677 138，050 127，277 128，798 
設備投資 9，596 9，547 10，486 9，691 7，885 2，473 
研究開発費 3，886 4，051 4，125 4，282 4，165 3，724 
三菱電機 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度
売上高 34，107 36，042 38，557 40，498 36，651 33，532 
日本 23，750 70 25，556 70 26，554 71 26，902 67 24，785 68 22，628 67.5 
海外 10，357 30 10，486 30 12，003 29 13，596 33 11，866 32 10，904 32.5 
(アジア) 11 12 12 13 13 14.6 
(北米) 9 8 8 7 8 7.0 
(欧州) 8 8 7 11 9 8.5 
(その他) 2 2 2 2 2 2.4 
営業利益 1，206 1，557 2，330 2，672 1，397 943 
純損益 712 957 1，231 1，580 121 282 
従業員数 (単独) 27，319 27，832 27，701 27，803 28，476 28，525 
(連結) 97，661 99，444 102，835 105，651 106，600 109，565 
設備投資 850 1，003 1，117 1，687 1，677 919 
研究開発費 1，365 1，305 1，306 1，487 1，444 1，337 
NEC 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度
売上高 49，300 46，526 46，172 42，156 35，831 
日本 35，853 73 34，390 74 34，614 75 32，811 78 28，703 80 
海外 13，447 27 12，137 26 11，557 25 9，344 22 7，128 20 
(アジア) 10 9 9 
( ~ヒ米)
(欧州) 11 10 7 6 4 
(その他) 16 (含米中) 16 (含米中) 8 7 6 
営業利益 725 699 1，567 -62 509 
純損益 -100 91 227 -2，966 114 
従業員数 (単独) 23，528 22，742 22，602 23，059 23，446 24，871 
(連結) 154，001 154，180 154，786 152，922 143，327 142，358 
設備投資 1，609 1，775 1，226 1，031 831 
研究開発費 2，874 3，346 3，522 3，465 2，760 
日本電子工業の現況 29 
(表8つづき)
パナソニック 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度
売上高 87，136 88，943 91，082 90，689 77，655 74，180 
日本 45，805 53 46，114 52 46，165 51 45，448 50 40，822 53 39，944 54 
海外 41，331 47 42，829 48 44，917 49 45，241 50 36，833 47 34，236 46 
(アジア) 17，276 19 17，819 20 18，926 21 20，605 23 17，236 22 17，344 23 
(北米) 12，830 15 13，874 16 13，811 15 12，507 14 9，967 13 9，179 12 
(欧州) 11，225 13 11，136 12 12，180 13 12，129 13 9，630 12 7，713 11 
(その他)
営業利益 3，084 4，142 4，595 5，195 ー729 1，905 
純損益 585 1，544 2，172 2，819 -3，790 -1，035 
従業員数 (単独) 47，867 45，658 46，145 42，356 
(連結) 334，752 334，402 328，645 305，828 292，250 384，586 
国内 150，642 144，871 145，418 135，563 132，144 152，853 
海外 184，110 189，531 183，227 170，265 160，106 231，733 
設備投資 3，742 3，458 4，183 4，493 4，944 3，854 
研究開発費 6，155 5，647 5，781 5，545 5，179 4，769 
富士通 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度
売上高 47，627 47，914 51，001 53，308 46，929 46，795 
日本 33，407 70 31，998 67 35，176 64 36，589 69 31，931 68 29，312 63 
海外 14，220 30 15，916 33 15，825 36 16，719 31 14，998 32 17，483 37 
(アジア) 4，309 16 4，621 9 4，514 10 4，451 9 
(北米) 3，210 7 3，881 7 4，244 9 4，91 8 3，914 8 3，216 7 
(欧州) 6，332 13 6，898 14 7，272 14 7，607 14 6，570 14 9，816 21 
(その他) 4，678 10 5，137 12 
営業利益 1，601 1，814 1，820 2，049 687 943 
純損益 319 685 1，024 481 -1，123 930 
従業員数 (単独) 34，690 34，836 33，792 27，310 25，899 25，134 
(連結) 150，970 158，481 160，977 167，374 165，612 172，438 
設備投資 1，814 2，499 3，052 2，490 1，676 1，264 
研究開発費 2，402 2，415 2，540 2，587 2，499 2，249 
ソニー 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度
売上高 71，596 74，754 82，957 88，714 77，300 72，140 
日本 20，763 29 21，678 29 21，569 26 20，564 23 18，732 24 20，993 29 
海外 50，833 71 53，076 71 61，388 74 68，150 77 58，568 76 51，147 71 
(アジア)
(北米) 28 26 27 25 24 22 
(欧州) 23 23 24 26 26 24 
(その他) 20 22 23 26 26 25 
営業利益 1，139 1，913 718 4，218 -1，273 318 
純損益 1，638 1，236 1，263 3，694 -989 -408 
従業員数 (単独) 15，892 16，194 16，623 17，555 18，054 16，383 
(連結) 162，000 151，400 158，000 163，000 180，500 170，200 
設備投資 3，568 3，843 4，141 3，357 3，321 2，200 
研究開発費 5，520 5，318 5，439 5，206 4，973 4，500 
サムソン 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度
τ7三'CJ仁?司えr 81.96兆ウォン 80.63兆ウォン 85.4兆ウォン(7兆円)98.51兆ウォン(7.7兆円)121.3兆ウォン(7兆円)138.9兆ウォン(12兆円)
営業利益 11.76兆ウォン 7.58兆ウォン 9兆ウォン(0.9兆円)8.97兆ウォン(0.9兆円)6.03兆ウォン(0.4兆円)11.6兆ウォン(1.27兆円)
純利益 7.64兆ウォン 10.7兆ウォン 5.9兆ウォン(0.5兆円)7兆ウォン(0.6兆円)3兆ウォン(0.2兆円)9.6兆ウォン(0.8兆円)
従業員数 128，000 138，000 155，000 158，000 188，000 
研究開発費 46億ドル 53億ドル 60億ドル 63億ドル 6.9兆ウォン 7.6兆ウォン(0.6兆円)





























関しては， 4 種類の 18 (大規模集積回路)を使い内
製と外部調達を混在させていた。こうした非効率に対
し，液晶とプラズマテレビの機能，パネルの種類等に













































で，増加さえしている O たとえば， 209 年度には，
地デジへの移行等が影響して薄型TV の国内出荷額






目立 89，658 (.10.3) 2，021 .1，069 
東芝 63，815 (. 4.1) 1.171 • 197 
三菱電機 33，532 (. 8.5) 943 282 
NEC 35，831 (.15.0) 509 114 
富士通 46，795 (. 0.3) 943 930 
パナソニック 74，179 (. 4.5) 1，904 .1，034 
ソニー 72，139 (. 6.7) 317 • 408 














































































るO 微細化に関しては， 201 年中に，線幅 20 ナノ台





















パナソニックは， 2012 年に売上高 10 兆円，営業利
益率 5% (5 ，00 億円)以上を目指す新中期計画 iGT













ある O 三洋をパックアップし， 5年後に太陽電池生産












しており， NEC は現在の 20% を2017 年には 50% 以
上にすることを目標としている O 富士通は，海外売上



















しており， 2010 年から 2012 年にかけての 3年間で海
外売上高を 5% から 63% に引き上げようとしてい
るO 特に，力点を置いているのが新興国事業の拡張で
あり，取扱庖の拡大，現地仕様モデルの増加を進める





国での人員を， 2015 年をめどに現状 (60 人規模)の












パナソニックも， 2010 年度から 2012 年度にかけて
の中期経営計画では，現在の 47% の海外売上高比率















































るO まず，シャープ，パナソニック，富士通， NEC 




共同開発に着手している。 4社は， N 1Tドコモと連
携して，基幹ソフトの共同開発を進め， 201 年度に
ドコモ向け次世代機に搭載予定である o 4社の共同開
































































が構成員となる JASPAR は， 205 年 2% である車載











である O 第一の問題は，創造性である O 表8に示して
いるように，主要メーカーは，研究開発の重要性を理
解し，不況下でも設備投資額以上の巨額の研究開発費






















2002年 2003年 2004年 2005年 2006年
日本 120，018 122，522 124，192 122.944 141.399 
韓国 45，046 44，178 49，068 73，512 120，790 
中国 21，257 49，356 49，360 53.305 
























































の総額 26 兆ウォン(約 2兆 1，0 億円)の支出を予
定している。携帯電話やメモリーカードに使われる




液晶パネルに 18 兆ウォンの内 9 割近くを投入する予
定である o 30 ミリウエハー，月産 20 万枚規模で，
DRAM とNAND 型フラッシュメモリーといった先端
品の生産を予定している O 世界約 80 カ国に社員を常
駐させ，アフリカ進出をも本格化している o 201 
年， 1ウォン =0.85 円で換算したサムソンの業績は，
売上高 12 兆 1，0 億円，営業利益 1兆 2，50 億円とな
り日系企業に大きな差をつけている O さらに，太陽電
池，自動車用電池， LED ，バイオシミラー・バイオ医
薬，血液検査装置・医療機器の 5分野で 20 年まで





ばしている o 209 年，サムソンのシェアは， DRAM 















フォンハイ(鴻海精密工業)である o EMS は，世界
の有力メーカーから受託した多様なデジタル製品を主
として中国の先端的な工場で生産している o EMS 
は，大量に受注し，最先端の工作機械を大量に導入，
高い金型技術により，速いスピードで新製品を量産し
ており，ノート型 PC の世界の 9 割は，こうした形態
で中国で生産されている O つまり，中国から輸出され
るPC の 9割が，外国企業の製品であり，多国籍企業
が，中国の PC 生産を担っている O 特に，中国で PC
を生産しているのは，台湾の OEM ，ODM であり，
台湾の OEM ，ODM メーカーが，主要多国籍企業の
製品の生産を担い，受注した製品を中国工場で生産し
ているのである。
台湾 EMS 大手 4社，広達電脳，仁宝電脳工業，緯
創資通，英業遠の 209 年のノート型 PC 出荷台数は，
前年比 27% 増の 1億 5，0 万台強となり，世界の 8
割を占めている O 世界の PC メーカーは，コスト低減




は 90 兆円で，その 3割近い 24 兆円を EMS が占めて
いる O そして， EMS 世界首位のフォンハイ(鴻海精
密工業)が，液晶パネルで世界 4 強の一つ台湾の奇美












ノ以下の LSIを生産している o 2010年には， 28ナノ
に微細化した LSIの顧客向け試験生産をし， 2012年





















1997年 2005年 1997年 2005年
N. PC 36.6 26.6 0.5 1.5 
D. PC 7.8 6.3 0.5 1.5 
ルーター 。 。 。 。
サー ノ'{- 12.5 8.2 。 。
携帯端末 33.1 11 2.1 16.2 
デジカメ 92.1 66.8 。 。
B.テレビ 43.7 26.5 3.1 。
液晶パネル 52.6 12.1 27.4 33 
DVD 77.1 19.1 6.5 12.5 
HDD 24.2 25.5 6.8 9.7 




























1997年 2005年 1997年 2005年 1997年 2005年
0.5 10 13.3 24.2 49 37.6 
0.9 8.2 41 44.8 49.8 39.2 。 3.7 26.6 6.2 73.4 90.1 。 0.5 6.9 3.9 80.6 87.4 。 3.9 36.8 52.8 28 16 
0.2 。 7.7 28.8 。 4.4 
1.9 32.9 51.3 40.6 。 。




世界生産額 236.4 223.5 
AV機器 23.8 21.8 
通信機器 33.4 30.5 
コンピュー タ ・情報端末 46.4 44.3 
その他 13.4 12.2 
電子部品 ・デバイス 22.3 20.3 
デ、イスプレイ 12.3 11.1 
半導体 30.0 25.8 
ITソリューションサービス 54.8 57.7 
出所:電子情報技術産業協会発表資料。
リ一等 14部材のうち TDKの子会社アンプレ ックス
テクノロジー(香港)製のバッテリーのみが採用され



























-5 日系企業 51.4 47.7 -7 
-8 9.7 9.6 -1 
ー9 5.1 4.3 一17
-5 9.1 8.6 一5
-9 3.0 2.5 -16 
-9 9.6 8.4 -13 
-10 2.9 2.8 -4 
-14 6.4 5.7 -10 




















































いJ アメリカの国際収支の赤字を補填してきた O 進出
企業は，国境を越えてアジア諸国で資本や労働力，技
術を集約，活用し，生産効率を高度化してきた。前述









































も中国が最大の貿易相手国となっている o 209 年度
の輸出額と輸入額の単純合計額に占める対アジアの割




























ている o ASEN は，域内を重視して 2015 年に加盟 10
カ国での共同体形成の合意に達成している O 韓国，中
国も，輸出拡大のため， FTA (自由貿易協定)締結に
積極的である O 韓国は， 2010 年に発効する EU との
FTA では，工業品の基準承認で， EU 提案に譲歩し，
市場確保を優先している O 中国との FTA 交渉にも前









あろう O それなのに，日本の場合は， 21 世紀のアジ
アの在り方をアジアとともに模索し，新しい環境の創
造に主体的に関与しつつ自らを変革していくという積
極姿勢に乏しい。 12 カ国目となるペルーとの EPA ，
経済連携協定は，年内にも合意に至りそうであるが，
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